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1. 平成30年3月期第2四半期の連結業績（平成29年4月1日～平成29年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期第2四半期 45,183 △11.3 2,509 ― 2,604 ― 8,733 ―

29年3月期第2四半期 50,930 △4.5 △4,403 ― △4,022 ― △4,169 ―

（注）包括利益 30年3月期第2四半期　　9,266百万円 （―％） 29年3月期第2四半期　　△4,976百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年3月期第2四半期 60.50 ―

29年3月期第2四半期 △28.88 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期第2四半期 130,157 37,106 28.4

29年3月期 129,193 28,108 21.7

（参考）自己資本 30年3月期第2四半期 37,012百万円 29年3月期 28,018百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

30年3月期 ― 0.00

30年3月期（予想） ― 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 93,000 △8.0 △3,300 ― △2,900 ― 900 ― 6.23

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期2Q 146,750,129 株 29年3月期 146,750,129 株

② 期末自己株式数 30年3月期2Q 2,404,561 株 29年3月期 2,402,654 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年3月期2Q 144,346,476 株 29年3月期2Q 144,352,939 株

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、そ
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。詳細は、添付資料Ｐ.３「１.当
四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。



（参考）個別業績予想 

平成 30 年 3月期の個別業績予想（平成 29 年 4月 1日～平成 30 年 3 月 31 日） 

（％表示は、対前期増減率） 

   売上高 経常利益 当期純利益 
1 株当たり当期 

純利益 

 

通期 

百万円 

87,000 

 ％ 

△3.9 

百万円 

△3,100 

％ 

― 

百万円 

700 

％ 

― 

円 銭 

4.85 

（注）直前に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、各種政策の効果や海外景気の緩やかな回復を背景に、生産、輸出、

雇用などにおいて改善の動きが続いています。 

 このような経営環境のもと、当第２四半期連結累計期間の当社グループの業績は、鉄道車両事業の売上が減少し

たことなどにより、売上高は前年同四半期比１１．３％減少の４５１億８３百万円となりました。利益面につきま

しては、建設機械事業の利益が増加したことや鉄道車両事業の損失が減少したことなどにより、営業利益は２５億

９百万円（前年同四半期は営業損失４４億３百万円）、経常利益は２６億４百万円（前年同四半期は経常損失４０

億２２百万円）となりました。さらに、非事業用資産の譲渡による特別利益を計上したことなどにより、親会社株

主に帰属する四半期純利益は８７億３３百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失４１億６９百

万円）となりました。 

 セグメント別状況は以下のとおりであります。 

①鉄道車両事業 

 ＪＲ東海向けおよびＪＲ西日本向けＮ７００Ａ新幹線電車のほか、名古屋鉄道向け電車、名古屋市交通局向け電

車などの売上がありました。海外向け車両としましては、米国向け２階建て客車などの売上がありました。その結

果、鉄道車両事業の売上高は、１７８億９７百万円となり、公営・民営鉄道向け車両が減少したことなどにより、

前年同四半期比３５.６％減少となりました。 

②輸送用機器・鉄構事業 

 輸送用機器におきましては、キャリヤなど大型陸上車両やコンテナ貨車、ＬＰＧ民生用バルクローリが増加した

ことなどから、売上高は６４億８０百万円と前年同四半期比８.７％増加となりました。 

 鉄構におきましては、東海環状自動車道長深4橋梁、北関東自動車道太田パーキングエリアランプ橋、富士川第

一跨線橋、東海道新幹線大規模改修工事などの売上がありました。その結果、売上高は５５億１百万円と前年同四

半期比４５.６％増加となりました。 

 以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は１１９億８２百万円と前年同四半期比２３.０％増加となりまし

た。 

③建設機械事業 

 建設機械は、国内向けは東日本大震災復興工事の本格化、東京オリンピック関連工事の需要などにより、全回転

チュービング装置や小型杭打機などが増加しました。海外向けは大型杭打機などにおいて、売上が増加しました。 

 発電機は、可搬式発電機や非常用発電機が増加したことなどにより、売上が増加しました。 

 以上の結果、建設機械事業の売上高は１２０億５７百万円と前年同四半期比１１.９％増加となりました。 

④エンジニアリング事業 

 鉄道事業者向け車両検修設備のほか、各地のＪＡ向け営農プラント、家庭紙メーカー向け製紙関連設備などの売

上がありました。その結果、エンジニアリング事業の売上高は、営農プラントの売上が増加したことなどから、

３１億３８百万円と前年同四半期比３７.０％増加となりました。 

⑤その他 

 不動産賃貸などの売上がありました。なお、当社は第１四半期連結会計期間に非事業用資産を譲渡したことか

ら、不動産賃貸に関する売上は今後減少します。 

 

（２）財政状態に関する説明

①資産 

 流動資産は前期末に比べ１.４％増加し７６１億１５百万円となりました。これは、主に親会社（東海旅客鉄道

㈱）グループのＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）における短期貸付金が増加したことによるもので

あります。固定資産は前期末に比べ０.２％減少し５４０億４２百万円となりました。これは、主に有形固定資産

の減価償却が進捗したことによるものであります。 

 この結果、総資産は前期末に比べ０.７％増加し１,３０１億５７百万円となりました。 

②負債 

 流動負債は前期末に比べ１３.７％減少し６０７億３３百万円となりました。これは、主に１年内返済予定の長

期借入金の返済によるものであります。固定負債は前期末に比べ５.３％増加し３２３億１８百万円となりまし

た。これは、主に長期借入金の増加によるものであります。 

 この結果、負債合計は前期末に比べ７.９％減少し９３０億５１百万円となりました。 

③純資産 

 前期末に比べ３２.０％増加し３７１億６百万円となりました。これは、主に親会社株主に帰属する四半期純利

益のため利益剰余金が増加したことによるものであります。 
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成30年３月期（平成29年４月１日～平成30年３月31日）の連結業績予想につきましては、前回発表（平成29年

７月25日付）の通期の予想値を以下のとおり修正することといたしました。 

 業績予想につきましては、本日公表いたしました「平成30年３月期第２四半期連結業績予想と実績値との差異お

よび通期業績予想の修正に関するお知らせ」に記載のとおり、連結・個別ともに国内各事業が堅調に推移している

ことから、売上高の見直しを行っております。利益につきましては、海外事業における業績低迷リスクを引き続き

織込むことから、前回予想値を据え置いております。 

 なお、現在協議中の米国向け大型鉄道車両案件につきましては、協議の内容次第では、業績に影響を与える可能

性があります。しかしながら、現時点において影響額を見込むことは困難なため、現時点の業績予想においては、

同案件の影響は見込んでおりません。 

 

［平成30年３月期 通期（平成29年４月１日～平成30年３月31日）連結業績予想］ 

（単位：百万円 ％） 

  売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主 

に帰属する 

当期純利益 

前回発表予想 89,000 △3,300 △2,900 900 

今回発表予想 93,000 △3,300 △2,900 900 

増減額 4,000 0 0 0 

増減率（％） 4.5 ― ― 0.0 

ご参考 前期実績（平成29年３月期） 101,093 △5,104 △5,149 △5,124 

 

（参考） 

［平成30年３月期 通期（平成29年４月１日～平成30年３月31日）個別業績予想］ 

（単位：百万円 ％） 

  売上高 経常利益 当期純利益 

前回発表予想 83,000 △3,100 700 

今回発表予想 87,000 △3,100 700 

増減額 4,000 0 0 

増減率（％） 4.8 ― 0.0 

ご参考 前期実績（平成29年３月期） 90,485 △5,230 △5,083 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,913 10,209 

受取手形及び売掛金 31,290 22,371 

商品及び製品 1,805 1,932 

半製品 1,188 1,163 

仕掛品 25,099 25,672 

原材料及び貯蔵品 2,002 1,577 

その他 1,758 13,191 

貸倒引当金 △5 △4 

流動資産合計 75,054 76,115 

固定資産    

有形固定資産    

土地 15,064 14,990 

その他（純額） 14,924 14,064 

有形固定資産合計 29,989 29,055 

無形固定資産 782 700 

投資その他の資産    

投資有価証券 18,407 19,174 

退職給付に係る資産 4,082 4,212 

その他 904 925 

貸倒引当金 △26 △26 

投資その他の資産合計 23,367 24,285 

固定資産合計 54,139 54,042 

資産合計 129,193 130,157 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 10,924 9,980 

電子記録債務 10,215 12,033 

短期借入金 1,595 － 

1年内返済予定の長期借入金 5,000 371 

未払法人税等 565 1,994 

前受金 10,190 9,883 

賞与引当金 1,602 1,523 

工事損失引当金 430 132 

受注損失引当金 16,605 14,011 

その他 13,250 10,803 

流動負債合計 70,379 60,733 

固定負債    

長期借入金 19,173 20,698 

引当金 553 547 

退職給付に係る負債 258 261 

その他 10,720 10,811 

固定負債合計 30,705 32,318 

負債合計 101,085 93,051 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 11,810 11,810 

資本剰余金 12,046 12,046 

利益剰余金 △3,158 5,345 

自己株式 △514 △515 

株主資本合計 20,183 28,686 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6,905 7,608 

繰延ヘッジ損益 5 △2 

為替換算調整勘定 △2,068 △2,123 

退職給付に係る調整累計額 2,993 2,842 

その他の包括利益累計額合計 7,834 8,325 

非支配株主持分 90 93 

純資産合計 28,108 37,106 

負債純資産合計 129,193 130,157 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 50,930 45,183 

売上原価 51,797 39,233 

売上総利益又は売上総損失（△） △866 5,949 

販売費及び一般管理費 3,536 3,440 

営業利益又は営業損失（△） △4,403 2,509 

営業外収益    

受取利息 4 16 

受取配当金 138 153 

持分法による投資利益 196 66 

為替差益 136 － 

その他 41 49 

営業外収益合計 518 284 

営業外費用    

支払利息 87 75 

為替差損 － 15 

その他 50 98 

営業外費用合計 138 189 

経常利益又は経常損失（△） △4,022 2,604 

特別利益    

固定資産売却益 1 9,099 

投資有価証券売却益 23 53 

特別利益合計 24 9,153 

特別損失    

固定資産除売却損 22 24 

借入金繰上返済費用 － 1,076 

投資有価証券評価損 8 0 

その他 2 34 

特別損失合計 33 1,135 

税金等調整前四半期純利益又は税 

金等調整前四半期純損失（△） 
△4,030 10,622 

法人税等 132 1,882 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,163 8,739 

非支配株主に帰属する四半期純利益 5 6 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会 

社株主に帰属する四半期純損失（△） 
△4,169 8,733 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,163 8,739 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △782 683 

繰延ヘッジ損益 △12 0 

為替換算調整勘定 143 △37 

退職給付に係る調整額 △76 △150 

持分法適用会社に対する持分相当額 △83 30 

その他の包括利益合計 △812 526 

四半期包括利益 △4,976 9,266 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △4,981 9,260 

非支配株主に係る四半期包括利益 5 6 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

  該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

  該当事項はありません。

 

（追加情報）

（受注損失引当金）

当社グループが受注している米国向け大型鉄道車両案件については、37,220百万円の受注額に対し、当第２四

半期連結会計期間末において22,091百万円の損失発生が合理的に見積もられるため、このうち12,392百万円を当

該案件に係るたな卸資産と相殺し、9,698百万円を受注損失引当金に計上しております。 

なお、当該案件については、これまで大きな損失の発生に対して設計部門の専任体制強化など安定的かつ着実

な遂行に向け取り組んでおりましたが、設計の見直しに対応する中で技術的な課題に直面し、当該案件を予定通

り遂行することが困難になった旨を客先に申し入れ、今後の案件遂行の方向性について現在協議を行っておりま

す。 

このため、この協議に関し現時点で決定した事実はありませんが、協議の内容次第では今後損失額が変動する

可能性があります。 

 

（親会社へ譲渡した固定資産） 

当社は、平成29年４月20日に豊川製作所、衣浦製作所、鳴海製作所の工場資産を当社の親会社（東海旅客鉄道

㈱）へ譲渡しました。当該取引は、当社の親会社との取引であり、かつ、譲渡した工場資産は譲渡後も親会社と

の間で賃貸借契約を締結して当社が従前どおり工場として使用を継続しているため、これら工場資産の土地

11,975百万円およびその他の有形固定資産4,002百万円（いずれも平成29年９月末日の帳簿価額）については売

買処理を行っておらず、有形固定資産に計上しております。なお、当該取引はファイナンス・リース取引には該

当しないため、工場資産の譲渡価額は長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）に計上しており、平成

29年９月末日の残高は21,069百万円であります。 
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（セグメント情報）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)３ 

 
鉄道車両 

事業 
輸送用機器 
・鉄構事業 

建設機械 
事業 

エンジニア 
リング事業 

売上高                

外部顧客への売上高 27,779 9,737 10,772 2,290 350 50,930 － 50,930 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
60 123 1 － 96 282 △282 － 

計 27,840 9,861 10,773 2,290 446 51,212 △282 50,930 

セグメント利益又は損失（△） △6,657 662 2,000 15 160 △3,818 △584 △4,403 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、レーザ加工機の製造・

販売、鉄道グッズ販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△577百万円、棚卸資産の調整額△12百万円お

よびセグメント間取引消去4百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性がないため、記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)３ 

 
鉄道車両 

事業 
輸送用機器 
・鉄構事業 

建設機械 
事業 

エンジニア 
リング事業 

売上高                

外部顧客への売上高 17,897 11,982 12,057 3,138 107 45,183 － 45,183 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
212 165 3 － 93 475 △475 － 

計 18,110 12,148 12,060 3,138 201 45,659 △475 45,183 

セグメント利益又は損失（△） △397 1,140 2,562 △207 △5 3,092 △582 2,509 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、レーザ加工機の製造・

販売、鉄道グッズ販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△573百万円、棚卸資産の調整額△15百万円お

よびセグメント間取引消去6百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

第１四半期連結会計期間において、従来「その他」の区分に含まれていた「エンジニアリング事業」につい

ては、量的な重要性が増したため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。 

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの区分

に基づき作成したものを記載しております。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

重要性がないため、記載を省略しております。
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３．その他

（１）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度において、今後売上を予定しているインドネシア向け大型鉄道車両案件について

の損失や米国向け鉄道車両案件に付随するオプション権の解消対価として納入する車両に関しての損失などを引当計

上したほか、別の米国向け大型鉄道車両案件については車両構造の基本となる構体構造からの設計見直しに対応する

中で製造コストがさらに増加する見通しとなりました。このため、これについて合理的に見積もられる損失額を追加

で引当計上したことなどにより前連結会計年度は５１億４百万円の営業損失となり、３期連続の営業損失を計上する

こととなりました。 

なお、米国向け大型鉄道車両案件については、これまで大きな損失の発生に対して設計部門の専任体制強化など安

定的かつ着実な遂行に向け取り組んでおりましたが、設計の見直しに対応する中で技術的な課題に直面し、当該案件

を予定通り遂行することが困難になった旨を客先に申し入れ、今後の案件遂行の方向性について現在協議を行ってお

ります。このため、この協議に関し現時点で決定した事実はありませんが、協議の内容次第では今後当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。 

以上を踏まえ、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在していると認識しております

が、このような状況に対して、現在の状況の主なる要因たる北米事業については、大きな損失が発生している米国向

け大型鉄道車両案件に関して、今後案件を適切に遂行していくための方向性について引き続き客先と協議を行ってま

いります。また、インドネシア向け大型鉄道車両案件については、売上原価を低減する取り組みを推進し、これ以上

損失が拡大しないよう取り組んでまいります。一方、主力の国内事業については、安定的に利益を計上しており、鉄

道車両や橋梁は高水準の受注残がある中で、引き続き受注獲得に努めていくとともに、好調な建設機械事業において

は他事業の生産設備の活用などにより最大限の売上の確保を図ってまいります。同時に、原価低減および経費の削減

を一層推し進め、利益体質の強化を図ってまいります。これらの施策については当社グループの総力を挙げて取り組

み、業績改善に繋げてまいります。 

資金面については、健全な財務バランスを保ちつつ、事業活動に必要な資金の安定的な確保および流動性の維持に

努めております。また、当社は親会社（東海旅客鉄道㈱）グループが運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・

システム）に参画しております。これにより、資金調達については、設備投資資金および運転資金等の必要資金は内

部資金を充当するほか、親会社との連携強化により当座必要となる資金をＣＭＳから機動的に調達できる状態として

いるため、資金流動性については、資金計画に基づき想定される需要に十分対応できる資金を確保しております。 

以上のとおり、重要事象等を解消し、改善するための対応策を講じていることから、継続企業の前提に関する重要

な不確実性は認められないと判断しております。 
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４．補足情報

（１）生産、受注及び販売の状況

①生産実績

事 業 区 分

前第２四半期連結累計期間

（平成28.４.１～平成28.９.30）

当第２四半期連結累計期間

（平成29.４.１～平成29.９.30）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

鉄 道 車 両 17,184 ４１.１ 18,400 ４１.２ 

輸送用機器・鉄構 11,041 ２６.４ 11,571 ２５.９ 

建 設 機 械 10,320 ２４.７ 11,126 ２４.９ 

エンジニアリング 3,166 ７.６ 3,533 ７.９ 

そ  の  他 84 ０.２ 5 ０.１ 

合     計 41,796 １００.０ 44,638 １００.０ 

 

②受注状況 

事 業 区 分

前第２四半期連結累計期間

（平成28.４.１～平成28.９.30）

当第２四半期連結累計期間

（平成29.４.１～平成29.９.30）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

受

注

高

鉄 道 車 両 68,868 ７３.１ 7,751 ２１.５

輸送用機器・鉄構 10,029 １０.７ 11,922 ３３.０

建 設 機 械 12,101 １２.８ 12,468 ３４.５

エンジニアリング 2,871 ３.０ 3,900 １０.８

そ  の  他 344 ０.４ 65 ０.２

合     計 94,214 １００.０ 36,108 １００.０ 

受

注

残

高

鉄 道 車 両 136,900 ８１.８ 115,354 ７８.１

輸送用機器・鉄構 21,867 １３.１ 25,900 １７.５

建 設 機 械 4,453 ２.６ 2,985 ２.０

エンジニアリング 4,098 ２.５ 3,549 ２.４

そ  の  他 108 ０.０ 12 ０.０

合     計 167,429 １００.０ 147,802 １００.０ 

 

③販売状況 

事 業 区 分

前第２四半期連結累計期間

（平成28.４.１～平成28.９.30）

当第２四半期連結累計期間

（平成29.４.１～平成29.９.30）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

鉄 道 車 両
27,779

(11,608)
５４.５

17,897

(3,656)
３９.６

輸送用機器・鉄構
9,737

(378)
１９.１

11,982

(-)
２６.５

建 設 機 械
10,772

(1,290)
２１.２

12,057

(2,123)
２６.７

エンジニアリング
2,290

(0)
４.５

3,138

(0)
７.０

そ  の  他
350

(-)
０.７

107

(-)
０.２

合     計

（うち海外向け売上分）

50,930

(13,278) 

１００.０

(２６.１)

45,183

(5,779)

１００.０

(１２.８)
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